別表第2(第8条関係)
老人保健法に規定する一部負担金相当額の限度額

区分
限度額




外来の場合
入院の場合及び外来と入院がある場合

(1)
(2)及び(3)以外の場合
12,000円
40,200円

(2)
受給者が国民健康保険の被保険者であり、かつ、その属する世帯の当該国民健康保険の被保険者がすべて市町村民税非課税である場合
8,000円
24,600円

(3)
医療保険各法(国民健康保険法を除く。)の被保険者、組合員又は加入者が市町村民税非課税者である場合の、当該被保険者、組合員若しくは加入者又は被扶養者であるとき。



備考
1　老人保健法に規定する一部負担金相当額が外来に係るものの場合は、外来の場合の限度額を適用する。
2　老人保健法に規定する一部負担金相当額が入院に係るものの場合は、入院の場合の限度額を適用する。
3　老人保健法に規定する一部負担金相当額について外来に係るものと入院に係るものがある場合は、まず外来に係る老人保健法に規定する一部負担金相当額について外来の場合の限度額を適用し、その後なお残る老人保健法に規定する一部負担金相当額について外来と入院がある場合の限度額を適用する。
4　限度額の適用は、すべて個人ごとに行う。
